
 

第２章 「個別の教育支援計画」Ｑ＆Ａ 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

Ⅰ 基本的事項について 

Ｑ１ 「個別の教育支援計画」作成の対象となる子供は誰ですか？ 

Ｑ２ どのような内容を記載するのですか？ 

Ｑ３ 決められた様式はあるのですか？ 

Ｑ４ 「個別の支援計画」と「個別の教育支援計画」とはどのような関係があるので

すか？ 

Ｑ５ 「個別の指導計画」とはどのような違いがあるのですか？ 

Ⅱ 作成方法及び活用方法について 

Ｑ６ 誰がどのようにして作成するのですか？ 

Ｑ７ どのようなプロセスで作成、実施、評価、改善するのですか？ 

Ｑ８ 子供の実態について、保護者と学校及び関係者(機関)との共通理解をどのよう

に図るのですか？ 

Ｑ９ 一人一人のニーズは、どのように把握すればよいのですか？ 

Ｑ10 支援目標はどのように設定するのですか？ 

Ｑ11 支援を実施するのは誰ですか？ 

Ｑ12 校内委員会の役割は何ですか？ 

Ｑ13 特別支援教育コーディネーターの役割は何ですか？ 

Ｑ14 「個別の教育支援計画」の作成における担任の役割は何ですか？ 

Ｑ15 「個別の教育支援計画」の作成における保護者の役割は何ですか？ 

Ｑ16 作成と活用を進めるために学校にはどのようなシステムが必要ですか？ 

Ｑ17 関係者・機関にはどのようなものがあり、どのように連携しますか？ 

Ｑ18 就学前からの引継ぎはどのように活かしますか？ 

Ｑ19「合理的配慮」の記載はどのように行うのですか？  

Ⅲ 保護者の参画について 

Ｑ20「個別の教育支援計画」への保護者の参画はどのようにすすめればよいのです

か？ 

Ｑ21 保護者が作成に参画しにくい状況がある場合はどのようにすればよいのです

か？ 

Ⅳ 個人情報の保護について 

Ｑ22 個人情報は、どの範囲で共有するのですか？ 

Ｑ23 関係機関の担当者による個人情報の取扱いは、どのようにすればよいのです 

か？ 

Ｑ24 誰が責任をもって保管すればよいのですか？
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Ⅰ 基本的事項について 
  

 

Ｑ２ どのような内容を記載するのですか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」の内容は、児童生徒一人一人のニーズを明らかにし、

支援の目標を達成するための支援の内容を具体的に記載します。しかし、すべて

の項目について必ず記載しなければならないというわけではなく、児童生徒の現

在の実態や保護者の意向を踏まえて記載しない欄があってもかまいません。ま

た、必要に応じて書き直したり、書き加えたりすることができます。一般的には、

以下の内容が記載されます。 

一人一人のニーズ 

「障害のある児童生徒一人一人のニーズ」とは、子供たちが生活する中で障

害による困難を改善・克服するために必要としている支援や配慮、環境の整備

等を指しています。そして、そのニーズは、教育、福祉、医療、労働等の様々

な分野にわたります。 

支援の目標 

一人一人のニーズに対応し、的確な支援を実施するためには、適切な支援目

標の設定が必要です。保護者も重要な支援者の一人ですから、その意見を十分

に伝え、関係者・機関とよく話し合い、協力し、子供の実態とニーズを踏まえ

た支援目標にしなければなりません。その際、地域支援体制や社会資源の状況

なども念頭に置き、どのような支援目標が適切なのか、皆で共通理解を図るこ

とが重要なポイントになります。 

支援の内容 

支援の目標を達成するために、具体的にどのような支援が必要なのか、一人 

一人に直接かかわる教育、福祉、医療、労働等の関係者・機関による支援内容

Ｑ１ 
「個別の教育支援計画」作成の対象となる子供は

誰ですか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」を作成する対象は、特別な教育的支援の必要な子供で 

す。特別支援学校に在籍する児童生徒、特別支援学級や通級による指導を受けて

いる児童生徒に加えて、通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒

も対象となります。 
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を書きます。その際、本人及び保護者のニーズや意向を十分に踏まえ、できる

限り支援目標が達成できるように、関係者・関係機関の役割分担を明確にして

記載します。 

合理的配慮 

  障害の状態等を踏まえ、必要かつ適当な内容や方法を検討します。保護者・

本人との合意形成を図り、学校全体で共通理解をした上で記載します。 

具体的な支援者・機関等 

一人一人の具体的支援内容を明らかにするとともに、それぞれが責任をもっ 

て支援していくために、保護者を含め、各関係機関の連絡先・担当者等を明確

にして記載します。 

支援の評価・改善・引継ぎ 

実施した具体的な支援を評価し、それを踏まえた改善内容、引継ぎ事項を記

載します。 

 

Ｑ３ 決められた様式はあるのですか？ 

Answer 

決められた様式はありませんが、「一人一人のニーズ」「支援の目標」「支

援の内容」「合理的配慮」「支援者・機関等」「評価、改善、引継ぎ」等を記

載します。従って様式が違っても、内容的に大きく異なることはありません。

しかし、地域や学校で共通の様式にすることもあります。第３章に様式及び記

載例を掲載しましたので、参考にしてください。 

 

Ｑ４ 
「個別の支援計画」と「個別の教育支援計画」と

はどのような関係があるのですか？ 

Answer 

「個別の支援計画」は乳幼児期から学校卒業後まで生涯にわたって一貫した支援

をする計画です。その中で特に、学校等の教育機関が中心になって作成する場 合

を「個別の教育支援計画」と呼びます。 

また、「個別の移行支援計画」は、卒業後への移行期における「個別の教育支

援計画」のことです。これは、学校等を中心とする生活から就労等を中心とした

社会生活へ大きく環境が変化する移行期に作成するものです。 
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Ｑ５ 
「個別の指導計画」とはどのような違いがあるの

ですか？ 

Answer 

「個別の指導計画」は、個々の子供の教育課程を具体化したもので、幼稚園、

小・中学校で具体的な指導に関する目標と手だてを記載する計画です。一方、「個

別の教育支援計画」は、地域で生活する一人一人の支援を、保護者と学校及び福

祉、医療、労働等の関係機関が連携して効果的に実施するための指標であり、ツ

ール(道具)です。 

したがって、長期にわたり一人一人を支援するためのトータルプランとして 

の「個別の教育支援計画」作成後に、その趣旨を踏まえて、学校における各教

科・領域等での具体的な指導のための「個別の指導計画」が作成されると考え

ると分かりやすいでしょう。 
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Ⅱ 作成方法及び活用方法について   

Ｑ６ 誰がどのようにして作成するのですか？ 

Answer 

担任や特別支援教育コーディネーターが中心となり、児童生徒及び保護者から現

在の様子や将来の希望を聞きます。その上で、担任が特別支援教育コーディネータ

ーの助言を受けながら「個別の教育支援計画」の原案を作成します。そして、関係

機関や校内委員会等での検討を経て、保護者・本人の了解の下、作成された計画が

実施されていきます。 

Ｑ７ 
どのようなプロセスで作成、実施、評価、改善す

るのですか？ 

Answer 

以下の(１)～(５)が一般的なプロセスです。 

（１）「支援の必要な児童生徒」の早期発見 

○ 気付き 

・保護者、担任及び教科担任、特別支援教育コーディネーター、養護教諭、 

スクールカウンセラー等複数の教職員による気付き 

○ 相談・引継ぎ 

・保護者からの相談 

・幼稚園、保育所、こども園からの引継ぎ 

・他機関との相談 

（２）保護者との共通理解と連携 

・保護者から児童生徒の困難な状況、希望、願いを受けながら児童生徒の

実態を共通理解 

(３) 「個別の教育支援計画」の作成 

ア 担任・特別支援教育コーディネーターによる検討 

・児童生徒の実態やニーズの把握 

・保護者からの聞き取りと相談 

・関係諸機関のリストアップ 

・情報を基に「個別の教育支援計画」原案の作成  

イ 校内委員会における検討 

・「個別の教育支援計画」原案の検討 



- 24 -  

 

 

      

 

・関係諸機関との連携 

ウ 関係諸機関との連携 

・支援目標、内容の検討 

・学校、家庭、関係諸機関の役割分担の確認 

・評価・見直しの時期の設定 

・個人情報の取扱い確認 

・情報交換の方法確認 

(４) 支援の実施 

・「個別の教育支援計画」を基に、学校、家庭、関係諸機関がそれぞれの 

立場で手だてを工夫し、支援を実施 

(５) 評価・改善と引継ぎ 

・支援の実施を踏まえて評価し、修正しながら支援を継続 

・学校は、この評価を踏まえて「個別の指導計画」を修正し活用 

※ 第 1 章のⅢ 小・中学校における「個別の教育支援計画」の作成プロセス参照 

 

Ｑ８ 
子供の実態について、保護者と学校及び関係者(機 

関)との共通理解をどのように図るのですか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」を作成する際に、子供の障害の状況や家庭生活、学校生

活、地域生活等の実情や関係者、機関による支援の現状等、様々な実態を把握する

ことはとても大切なことです。特に入学時は、就学指導や幼児通園施設等からの引

継ぎも必要です。また、各種発達検査を実施するのも客観的な実態をとらえるのに

有効です。一人一人の子供の実態を把握するためには、普段の子供の行動から「い

つ、どこで、だれとどのようになったのか」という記録を蓄積するとともに、担任

と保護者が常に連絡を取り合って、家庭及び学校での生活の様子について情報交換

し、共通理解を図っておくことが重要です。 

実態把握した内容や保護者から聞き取った情報等は、校内委員会を開くなどして

職員の共通理解を図ります。さらに、コーディネーターを中心に、関係者・機関と

本人の実態について共通理解を図っていくようにします。 
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Ｑ９ 
一人一人のニーズは、どのように把握すればよいの

ですか？ 

Answer 

「一人一人のニーズ」を把握するには、本人の現在の生活や将来の生活への希望

等を基に検討することが基本となりますので、まず本人と保護者から生活の現状や

希望を率直に話してもらいます。その際、本人が言葉で表現できない場合は、 保護

者が代弁することになりますが、その内容はあくまでも本人の希望であることが大

切です。子供と保護者は別の人間であり、それぞれが同じ支援を希望することもあ

れば、異なる支援を希望することもあります。また、その希望が地域社会の支援体

制や社会資源の現状から、明らかに実現困難である場合もあります。 

「個別の教育支援計画」作成においては、本人や保護者の考えを尊重しつつ、 様々

な現状を踏まえた上、支援目標を設定していきますので、得られた情報をそのまま

校内委員会へ伝えることが大切です。 

本人のニーズをより的確に把握する為に、周囲の大人は日ごろから子供の思いを

読み取れるような目を養うことが必要です。 

Ｑ10 支援目標はどのように設定するのですか？ 

Answer 

本人のニーズを把握し、それを踏まえた支援目標を設定します。支援目標は、中・

長期的な展望をもち、本人のニーズが受け止められ、かつ具体的な支援につながり

やすい目標であることが望まれます。地域によって支援体制や社会資源の内容は

様々です。ニーズを踏まえながら、そのような地域の現状とつきあわせた支援目標

を設定することも重要です。 

例えば、教室を飛び出してしまう子の支援目標を設定するとします。そのとき、

必要に応じて特別支援教育コーディネーターや校内委員会に意見を聞き、「教室を

出るときは、トイレや保健室など、行き先を担任に告げやすい状況を作るよう心が

ける」となることもあるでしょうし、支援体制によっては、「告げたとき、担任以

外の教員や補助者が担任をサポートできる体制を整える」という目標になることも

あるでしょう。 

このように、保護者との率直な話し合いをもとに、地域支援体制の現状も考慮し

て「一人一人のニーズ」を明らかにし、それを踏まえて支援目標を設定し、学校、

家庭、関係諸機関が共通理解していくことが「個別の教育支援計画」を作成する上

でのポイントになります。 
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Ｑ11 支援を実施するのは誰ですか？ 

Answer 

支援目標の達成を目指して、学校、家庭、関係諸機関が支援を実施します。 

実際には、一人一人を囲む関係者・機関を明確にして、関係機関の担当者と保

護者、学校関係者が参加する話し合い等で実際の支援内容を決定し、役割分担を 

していきます。 

 

Ｑ12 校内委員会の役割は何ですか？ 

Answer 

まず、支援の必要な子供について、生活面・学習面・行動面の実態を校内委員会

のメンバーで共通理解を図ります。そして、担任や特別支援教育コーディネーター

等が作成した「個別の教育支援計画」の原案及び「個別の指導計画」を基に、個々

の子供への教育的支援について検討します。さらに、実際の指導及び支援の後、取

組の評価、改善・見直しについて検討します。 

その他、校内委員会は巡回相談及び専門家チームの派遣要請等、校内の中心組織

としてその役割を果たします。 

 

Ｑ13 特別支援教育コーディネーターの役割は何ですか？ 

Answer 

まず、一人一人を支援する校内体制の窓口として、担任からの相談を受け付け ま

す。そして、学校内の関係者(担任、養護教諭、スクールカウンセラー、校長等)と

の連絡・調整を行います。学校外の関係機関(福祉、医療、特別支援学校、相談機

関等)との連携や、巡回相談等を活用するための連絡・調整も行います。 

また、保護者の相談窓口になって連携を取りながら、担任と共に「個別の教育支

援計画」の原案を作成していきます。そして、関係者・機関と連絡調整を行い、「個

別の教育支援計画」を作成できるようにしていきます。 

その他、特別支援教育に関する校内研修会の企画・実施をしたり、校内委員会の

企画・運営を司ったりするのも特別支援教育コーディネーターの役割です。 
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Ｑ14 
「個別の教育支援計画」の作成における担任の役割

は何ですか？ 

Answer 

生活・学習・行動面で支援が必要だと思われる児童生徒について、同学年の教員

など複数の目でケースを検討し、支援策の案を考えます。自分一人で抱え込まない

ことが大切です。そして、特別支援教育コーディネーターと協力しながら校内委員

会で本人の状況について報告します。特別支援教育コーディネーターと連携し、本

人・保護者の了解のもと、「個別の教育支援計画」を作成し、校内委員会で検討し

ます。 

以上のようなことを進める上で、最も大切なのが保護者との信頼関係であり、共

通理解です。 

 

 

Ｑ15 
「個別の教育支援計画」の作成における保護者の役

割は何ですか？ 

Answer 

最も重要な支援者の一人であり、作成、実施、評価、改善にもかかわります。担任

や特別支援教育コーディネーターとの面談で、本人の生活の実態、本人・保護者の

ニーズ、地域で受けている支援内容や今後必要な支援内容を率直に話し合います。

また、「プロフィール」等の資料を作成するなど、本人の実態を学校・地域と共通理

解していく上で、重要な役割を果たしていきます。 

また、支援の実施状況や本人の生活の状況を最もよく把握できることから、計画

の見直し等についても、適宜、要望していきます。 

 

 

Ｑ16 
作成と活用を進めるために学校にはどのようなシス

テムが必要ですか？ 

Answer 

特別支援教育コーディネーターを指名し、校内委員会の設置をして、一人一人を

支援する校内体制を確立し、「個別の教育支援計画」を作成・活用できる学校のシ

ステムを作ることが大切です。まずは、障害のある子供を正しく理解するために校

内研修会を開催したり、指導法を検討し合うケース会議を実施したりする等、教職

員の資質と意識を高めることも大切です。 
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そして、担任や教科担任等の「気付き」から校内委員会で検討できる体制を作り

ます。また、特別支援教育対象の児童生徒の指導で悩んでいる担任を孤立させるこ

となく、学校全体の問題としてとらえ校内委員会を中心に対応していきます。その

上で、担任が「個別の教育支援計画」を踏まえて「個別の指導計画」を作成し、実

際に指導を行います。 

校長は、特別支援教育推進に関する事項を学校経営計画に位置付け、その意義を 

本人、保護者、教職員へ説明し校内体制を整える責務があります。 

小学校で大切なことは、入学前の医療機関や幼稚園・保育所・こども園・早期療

育機関等からの引継ぎや、一人一人に関係する様々な支援者等との情報交換を通じ

て、ニーズに応じた的確な支援を行うことです。中学校へ進学するにあたり大切な

ことは、小学校での支援及び指導を引き継ぎ、一貫した支援体制を作ることです。

そのために、早い段階から小学校と中学校の特別支援教育コーディネーターが顔な

じみとなり連携しておくことが必要です。そして、中学校で作成する「個別の教育

支援計画」に小学校の特別支援教育コーディネーターが関係することが重要です。

地域の小・中学校で同じように「個別の教育支援計画」を活用することでスムーズ

に引継ぎが行われることになります。 

 

Ｑ17 関係者・機関にはどのようなものがあり、どのよう

に連携しますか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」を作成・活用する上で、関係者・機関には、それぞれの 

生活場面に応じて、以下のようなものが考えられます。 

学校生活  校長、特別支援教育コーディネーター、学級担任、教科担任、養護

教諭、生徒指導主事、特別支援学級担任、通級指導教室担当者、ス

クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、学校医、臨床

心理士、臨床発達心理士、巡回相談員、特別支援教育支援員、特別

支援学校の地域支援担当教員、大学等学識経験者 など 

家庭生活  保護者、兄弟姉妹、民生児童委員、市町村役場福祉担当窓口、幼稚 

園、保育所、こども園、児童・障害者相談センター、市町村社会福

祉協議会(ボランティアセンター)、放課後児童クラブ(学童保育)、

児童発達支援センター、放課後等デイサービス事業所、早期療育機

関、相談支援専門員、ハローワーク、親の会 など 

地域生活  子供会、ボーイスカウト、ガールスカウト、スポーツ少年団等地域 

の青少年健全育成の活動、習い事、同級生等の保護者 など 
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医療機関等  病院(主治医)、専門機関(精神科)、言語療法士 など 

関係者・機関には、この他にも様々考えられます。児童生徒の成長・発達にかか

わる地域の人々は、児童生徒の成長とともに移り変わります。これらの関係者・機

関との連携を進める上で大切なことは、お互いの顔が見えるネットワークを構築す

ることです。そのためには、それぞれの生活場面・活動場面を訪問し、児童生徒の

様子を一緒に見ることや日ごろの支援や指導について情報交換をすることが必要で

す。学校での授業の様子を見てもらいながら、支援方法の共有を図ることも有効で

す。お互いの日程調整が難しい場合は、電話連絡等の方法も考えられます。このよ

うにお互いの様子を確認し、相談することを経て、「個別の教育支援計画」の作成

の準備に入ります。お互いに連絡を取り合う中で、ネットワークもより強くなり、

児童生徒への支援も確かなものになります。 

 

Ｑ18 就学前からの引継ぎはどのように活かしますか？ 

Answer 

就学前も子供とかかわってきた関係者・機関と連携した支援が必要です。そして、

その支援を学齢期の「個別の教育支援計画」に引き継ぐことが望ましいです。 

特に、発達障害の疑いのある子供は、乳幼児期に地域の保健センターによる健診

等でも障害が顕在化せず、保護者にとって気になる面があっても専門機関につなが

ることは少ない状況もあります。しかし、幼稚園等の集団生活に入ると、気になる

子として周囲から見られる場合が生じてきます。 

そこで、本人の支援体制を確立すること、周囲への理解啓発と連携を図ることを

主旨として、幼稚園等が中心となって「個別の支援計画」を作成します。ただし、幼

稚園は、小・中学校と同様に「個別の教育支援計画」と呼称します。 

小学校入学前に作成された計画は、就学相談時から入学する小学校で引き継ぎ、 

支援内容・支援方法等に活用していきます。 
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Ｑ19 「合理的配慮」の記載はどのように行うのですか？ 

Answer 

障害のある子供が、十分な教育を受けることができるよう、「個別の教育支援計

画」に合理的配慮を明記し、活用することが大切です。合理的配慮の記載提供に至

る一般的な過程は次のとおりです。 

①本人・保護者の申し出（学校側から必要と申し出る場合もある）を受け、本人

の障害の状態等を踏まえ、内容や方法を校内で検討し、決定します。 

②学校から本人、保護者へ内容や方法を提案し、合意形成を図ります。 

③学校全体で合理的配慮の内容や方法を共通理解し、「個別の教育支援計画」に

記載します。 

大切なことは、本人、保護者との合意形成を図ること、担当教員だけでなく、学

校全体で共通理解を図ることです。また、継続して必要な合理的配慮については、

引継ぎ事項の欄に記載し、確実に引き継がれるようにします。 
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Ⅲ 保護者の参画について 
  

Ｑ20 「個別の教育支援計画」への保護者の参画はどの

ようにすすめればよいのですか？ 

Answer 

特別支援教育では、保護者は重要な支援者の一人ですから、「個別の教育支援計

画」においても、学校、職員との十分な信頼関係の下で、作成、実施、評価、改善

のすべての過程に参画します。 

校内全体の保護者を対象にした説明会や保護者会等においては、障害がある子 

供たちへの理解、協力を求めることが大切です。そして、対象になる児童生徒の保

護者には、支援者としての役割と、「個別の教育支援計画」への参画のあり方につ

いて、丁寧に説明する必要があります。特に、個人情報の取り扱いに十分留意する

とともに、子供の障害について受け止めることが難しい保護者に対しては、より丁

寧な配慮と支援が必要です。 

実際に「個別の教育支援計画」を作成する場合の保護者の役割としては、まず、 

担任や特別支援教育コーディネーターと十分にコミュニケーションをとりなが

ら、子供についての情報をできるだけたくさん共有することです。そのためには連

絡帳なども有効に活用し、日ごろから何でも相談できる関係作りが大切です。家庭

や学校での実態について情報を交換し合い、障害の状況や課題、子供の教育的ニー

ズ、保護者の希望等を共通理解し、学校、家庭、地域、関係機関等でできる支援に

ついて、ある程度確認し合った上で話し合いに臨むとよいでしょう。このとき、具

体的にどこ(誰)がどのような支援をすることがその子の生活をより豊かにし、将

来の自立につながっていくのか、保護者も一緒になってよく話し合いながら、「個

別の教育支援計画」を作成します。 

さらに、作成された支援がきちんと実施されているかどうか、また、それが子供

にとって適切で有効なものであったかどうかは、一番身近にいる保護者が常に把

握しながら情報交換する必要があります。当然、支援者の一人としての保護者の支

援のあり方についても、その役割が果たせているかどうか客観的に見なければな

りません。このように「個別の教育支援計画」を評価、改善、見直しをする際にも、

保護者に参画を呼びかけることが大切です。 
 

 

 



- 32 -  

Ｑ21 
保護者が作成に参画しにくい状況がある場合はどの

ようにすればよいのですか？ 

Answer 

まず、参画したくてもできない状況の場合を考えます。例えば、家族の介護や育

児、仕事などで時間的にも精神的にも保護者に余裕がない場合です。その場合は、

子供に対しての支援だけではなく、家族全体の生活を見て、何が一番保護者の負担

になっているのかを考え、状況によっては家族に対しての必要な支援の方法を保護

者に情報提供することも必要です。(兄弟姉妹の育児支援に関する情報、祖父母の介

護支援に関する情報等) 

次に、支援者と保護者の信頼関係がうまく作れず、保護者が支援そのものを受け

入れずに参画しない場合を考えてみます。この場合、支援者からは「保護者が子供

の本当の姿を見ようとせずに理解していない。だから、支援したくてもできない」

という言葉が聞かれることがあります。しかし、｢保護者が我が子の本当の姿をみつ

め理解する｣ということは、簡単なことではないのです。子供の本当の姿を理解する

ためには、保護者が子供の弱い部分を正面からみつめることが必要になります。そ

の弱い部分は、社会的に不利益につながることも予想され、そのことも含めて認め

なければならないことになります。それは、親にとっては身を切られるような痛み

を伴うようなことなのです。また、子供の誕生から今日に至るまでの子育ての過程

が、どんな様子だったのか保護者の立場にたって想像してみる必要があります。「保

護者のしつけが悪い」「保護者がそんなふうだから」「保護者の愛情不足ではない

か」など、保護者の子育てのあり方に非難が集中してしまう場合があり、ときには

家族や親戚からも非難を受けていることがあります。さらに、本来子育てに関して

支援を行ってくれるはずの福祉、医療、保育、教育など各機関の支援者の無理解か

ら、不信感を抱く場合もあります。ですから、支援を拒否するようになってしまっ

た保護者の心に寄り添う姿勢が大切になるのです。「個別の教育支援計画を作成す

るためにニーズを聞かせてください」という事務的な接し方ではなく、子供が生ま

れたときから今日に至るまでの過程と、家族状況も含めた現在の生活全体の状況を、

保護者と子供の痛みを想像しながら謙虚な気持ちで聞く姿勢が大切です。そして何

より、そういった姿勢が、保護者と子供に対する支援の基盤になるのです。「保護

者が作成に参画しないから支援ができない」「保護者の気持ちを大切にして見守る」

という名目で支援を必要としている子供の現状を放置するのではなく、支援機関全

体で保護者を支え、子供は支援の仕方で必ず変わっていくということを、支援者と

保護者とで共有することが大切です。 
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Ⅳ 個人情報の保護について 

 

  

 

 

 

 

Ｑ22 個人情報は、どの範囲で共有するのですか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」に記載された個人情報は、計画に参加し支援を実施す 

る関係者(機関)が共有します。各機関の担当者を明確にした上で個人情報の保護

に十分な配慮が必要となります。同時に、関係者・機関との信頼関係の中で連携し、

計画を積極的に活用することの大切さも共通理解していく必要があります。 

「個別の教育支援計画」の作成に当たっては、あらかじめ保護者や関係者・機関

に作成の主旨や手続きについて学校等から説明します。福祉相談センター等の公

共機関は個人情報の保護(守秘義務)に十分な理解がありますが、支援機関によっ

ては、個人情報の保護について情報を他に流用しないなどの説明が必要です。 

また、進学や転学等に伴い「個別の教育支援計画」の引継ぎが行われます。さら

に新たな支援機関を取り入れる場合は「個別の教育支援計画」を改訂しますが、そ

の新たな関係者・機関にも同様の説明をします。 

Ｑ23 関係機関の担当者による個人情報の取扱いは、ど

のようにすればよいのですか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」の個人情報の取扱い方については、関係機関の担当者が

責任をもって保管するなどのルールを、関係機関への事前説明で周知することが

大切です。 

各機関は、個別のファイルを作成するなどして「個別の教育支援計画」を管理す

ることとなります。ファイルの保管は厳正に行い、関係者以外が閲覧できないよう

に配慮します。 

また、他の機関へ「個別の教育支援計画」を提示する必要がある場合には、事前

に必ず本人・保護者・関係機関に確認を取ることが必要です。 

「個別の教育支援計画」は、本人が地域でより良く生活するためのもので、本人・

保護者の思いを大切にすることが何より重要です。 
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Ｑ24 誰が責任をもって保管すればよいのですか？ 

Answer 

「個別の教育支援計画」は個人情報にあたりますので、情報の流出を防ぐた

め、管理には十分な配慮が必要になります。計画の作成にかかわった学校、各 

機関及び本人、保護者が保管することになります。学校及び各機関は、それぞ

れの担当者が責任をもち、各機関等の定めに従って個人情報の漏洩がないよう 

に保管することになります。 


